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福岡高判昭和 26 年 9 月 12 日高刑集 4 巻 9 号 1158 頁
　旧入場税法 17 条の 3 の規定により、事業の経営者である法人または人が自己の従業者等の
違反行為に対して処罰されるのは、これら従業者等を注意監督すべき法律上の義務違反に対




































13 条に違反するものではないと結論付けた。なお、上告審にあたる最大判昭和 37 年 2 月 28
日刑集 16 巻 2 号 242 頁では、上告人による憲法 13 条違反の主張はなされていない。
【裁判例 5】
京都地判昭和 31 年 5 月 17 日行裁例集 7 巻 5 号 1116 頁
　時価を有せず、かつ、減価償却の方法のない建物を固定資産税の課税客体とする地方税法








条第 25 条第 29 条に違反するとなす原告の主張は当らない」。
【裁判例 6】
最判昭和 34 年 2 月 26 日刑集 13 巻 2 号 222 頁
　たとえ販売価格が 1 キログラム当り 700 円前後であっても、ヅルチン14 について 1 キログ
ラム当り 300 円の物品税を納付すべき旨を定めた旧物品税法 2 条 1 項の規定は、最高裁判例
の累積15 によって憲法 13 条・25 条に違反しない。
【裁判例 7】
神戸地判昭和 35 年 7 月 14 日行裁例集 11 巻 7 号 1958 頁
　関税法の規定により追徴が行われた物品につき、更に当該犯人を納税義務者として物品税
を賦課する場合においても、その課税に係る物品税法の相当規定をもって、憲法 13 条に違反
するとはいえないと判示した。ただし、控訴審である大阪高判昭和 37 年 3 月 29 日高民集 15




最大判昭和 37 年 2 月 21 日刑集 16 巻 2 号 107 頁（第一審広島地判昭和 30 年 4 月 9 日、控訴
審広島高判昭和 33 年 3 月 10 日）
　当時の地方税法 118 条 1 項は、料理店の経営者などを道府県条例によって特別徴収義務者
と指定していた。当時の同法 119 条 1 項は、特別徴収義務者に遊興飲食税を徴収させること
としていた。特別徴收義務者が、現実に税を徴収したか否かにかかわらず、遊興飲食税額を
納入しなければならないと規定していた（地方税法旧 119 条 2 項）。納入すべき遊興飲食税の
全部又は一部を納入しなかつたときは、三年以下の懲役若しくは百万円以下の罰金若しくは
科料に処し、又は懲役及び罰金刑を併科すると規定していた（地方税法旧 122 条 1 項）。上告



















名古屋高判昭和 43 年 2 月 29 日税資 64 号 293 頁
　所得税法が重加算税の外に罰金刑を科すこととしているのは、憲法 39 条後段・31 条および
13 条に違反するものではない。なお、上告審である最判昭和 45 年 9 月 11 日刑集 24 巻 10 号
1333 頁では、上告人から憲法 13 条違反の主張はなされていない。
【裁判例 10】
最判昭和 43 年 10 月 31 日訟月 14 巻 12 号 1442 頁（第一審浦和地判昭和 39 年 1 月 29 日、控
訴審東京高判昭和 40 年 9 月 10 日）




最判昭和 48 年 10 月 5 日税資 71 号 506 頁






最判昭和 50 年 2 月 6 日判例時報 766 号 30 頁（東京地判昭和 43 年 3 月 21 日、控訴審東京高
判昭和 44 年 6 月 11 日18）
　ゴルフ場の利用者に対し娯楽施設利用税を課することを定めた地方税法 75 条 1 項 2 号・78




東京地判昭和 51 年 7 月 28 日、東京高判昭和 53 年 1 月 31 日
　資産所得合算制度の適用により、結果的に税負担が重くなるとしても、それは担税力に応
じた公平な税負担を実現するための措置であって、憲法 13 条・14 条・29 条に違反しない。
【裁判例 14】
神戸地判昭和 51 年 11 月 18 日税資 98 号 1 頁 
　所得税法 234 条 1 項（同法 242 条 8 号）は、憲法 13 条・30 条・31 条・38 条 1 項・84 条に
違反しない。ここでは、最大判昭和 47 年 11 月 22 日刑集 26 巻 9 号 554 頁（川崎民商事件）
及び最決昭和 48 年 7 月 10 日刑集 27 巻 7 号 1205 頁（荒川民商事件）の趣旨に従って違憲で
ないと判断した。
【裁判例 15】
東京地判昭和 53 年 2 月 27 日税資 97 号 309 頁 
　資産所得合算に関する所得税法 96 条ないし 101 条の規定が適用されることにより結果的に
税負担が重くなるとしても、前記規定が担税力に応じた公平な税負担を実現するための措置
である以上、これをもって憲法 13 条及び 29 条に違反するということはできない。
【裁判例 16】
東京高判昭和 53 年 10 月 31 日訟月 24 巻 12 号 2589 頁（第一審東京地判昭和 43 年 1 月 31 日）
　質問検査に関する旧所得税法 63 条、旧法人税法 45 条ないし 46 条の 2 の規定は、憲法 11 条・
13 条・30 条・31 条・35 条・38 条・84 条に違反しない。
【裁判例 17】
最判昭和 55 年 11 月 20 日訟月 27 巻 3 号 597 頁（第一審東京地判昭和 51 年 7 月 28 日、控訴





東京地裁八王子支判昭和 57 年 1 月 22 日税資 207 号 14 頁
　質問検査は、それが客観的に必要な場合に、所得税法 234 条 1 項所定の限られた事項につ
き相手方の私的利益との衡量において社会通念上相当と認められる範囲内で許容されるもの
で、右制度の目的に照らし不必要過大に相手方のプライバシーを侵害するものではないから、
憲法 13 条に違反するとはいえない。 
【裁判例 19】
千葉地判昭和 57 年 6 月 4 日行裁例集 33 巻 6 号 1172 頁
　宅地の評価につき、居住用宅地と非居住用宅地とを区別することなく一律に売買実例価額
を基準とする旨の固定資産評価基準（昭和 38 年自治省告示 158 号）は、憲法 25 条・13 条・
14 条に違反しない。
　裁判所は、判決理由で次のように述べた。「原告は生存権的財産権と非生存権的財産権とを
区別すべき22 であるというが、憲法 29 条がかかる区別をしてその保護を定めるべきであると










最判昭和 58 年 7 月 14 日訟月 30 巻 1 号 151 頁（第一審千葉地判昭和 46 年 1 月 27 日、控訴審
東京高判昭和 53 年 10 月 17 日）
　質問検査権について定める所得税法 63 条（昭和 40 年法律 33 号改正前）は、憲法 13 条・30 条・
84 条・31 条・35 条・38 条に違反しない。
【裁判例 21】
最判昭和 59 年 7 月 5 日税資 139 号 1 頁（第一審松山地判昭和 58 年 1 月 26 日、控訴審高松高
判昭和 58 年 9 月 26 日）
　所得税法の資産所得合算課税に関する規定は、憲法 13 条・14 条 1 項、29 条 1 項に違反す
るものではない。 
【裁判例 22】








札幌高判昭和 63 年 2 月 3 日税資 163 号 255 頁（第一審札幌地判昭和 61 年 3 月 13 日）









最判平成 1 年 4 月 13 日金融・商事判例 845 号 43 頁（第一審東京地判昭和 60 年 6 月 20 日、
控訴審東京高判昭和 62 年 7 月 6 日）
　郵便物中の信書以外の物についてわいせつ表現物の流入阻止の目的で行われる税関検査は、
憲法 13 条に違反しない23。 
【裁判例 25】
最判平成 1 年 12 月 14 日刑集 43 巻 13 号 841 頁（第一審千葉地判昭和 61 年 3 月 26 日、控訴
租税判例と憲法 13 条の法理（鳥飼）
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審東京高判昭和 61 年 9 月 29 日）
　酒税法 7 条 1 項、54 条 1 項の規定は、自己消費目的の酒類製造を処罰する場合においても、




















東京高判平成 3 年 5 月 22 日税資 183 号 799 頁（第一審東京地判平成 2 年 11 月 28 日） 
　所得税法 56 条は、事業から受取る対価が相当であるか否かを問わず一律に適用されるべき
であり、そのように解したからといって憲法 11 条または 13 条に違反しない。
【裁判例 27】
東京高判平成 4 年 3 月 30 日税資 203 号 1626 頁（第一審千葉地判平成 3 年 6 月 19 日、上告審
最判平成 6 年 5 月 27 日）
　被告人の提出した顧客勘定元帳が本件犯則事件の端緒になっていることを前提とする所得
税法 243 条や国家公務員法 100 条に規定する税務署職員の守秘義務違反ないしは憲法 31 条、
13 条違反の主張は、いずれも前提を欠くことになるので、失当といわざるを得ない。 
【裁判例 28】
名古屋地判平成 4 年 5 月 8 日税資 224 号 1245 頁（控訴審名古屋高判平成 5 年 10 月 25 日、上
告審最判平成 9 年 4 月 23 日）
　所得税法 56 条の規定は、憲法 13 条に違反しない。 
【裁判例 29】
最判平成 4 年 9 月 10 日税資 192 号 442 頁（第一審東京地判平成 2 年 7 月 11 日、控訴審東京
高判平成 3 年 2 月 28 日）
　法人税法 127 条 2 項の規定による青色申告の承認の取消処分については、その処分の内容、
性質に照らし、その相手方に事前に告知、弁解、防御の機会が与えられなかったからといって、
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憲法 13 条あるいは 31 条の法意に反するものとはいえない。 
【裁判例 30】
広島高裁松江支判平成 6 年 2 月 25 日金融・商事判例 961 号 22 頁（第一審鳥取地判平成 5 年 9




間の公平を著しく欠き、憲法 13 条、14 条に違反すると納税者は主張するが、原告主張のよう
な共同相続人間の不均衡を避けようとすれば、単に遺産分割の際に譲渡益課税の点を考慮し
て代償金の額を定めればすむことであるから、何ら共同相続人間の公平を欠くものとはいえ
ず、したがって、憲法 13 条、14 条に違反するものでないことはいうまでもない。  
【裁判例 31】
最判平成 7 年 4 月 13 日刑集 49 巻 4 号 619 頁（第一審東京地判平成 3 年 9 月 12 日、控訴審東
京高判平成 4 年 7 月 13 日）
　関税法（平成 6 年法律 118 号改正前）109 条の規定は、わいせつ表現物の単なる所持を目的
とした輸入を処罰する場合においても、憲法 13 条に違反しない31。 この判決のポイントは、
わいせつ表現物の輸入行為を、関税法の規定により、個人的な観賞のための単なる所持を目
的とするか否かにかかわりなく、一律に処罰することが憲法 13 条・31 条に違反するか否かで
ある32。従って、税法学者よりは刑法学者が発言している裁判例となっている33。
【裁判例 32】
東京高判平成 7 年 9 月 27 日高裁刑判速報集（平 7）号 102 頁 
　関税法（平成 6 年法律 118 号改正前）109 条は、日本国憲法 13 条・19 条・21 条 2 項、市民
的及び政治的権利に関する国際規約 19 条 2 項のいずれにも違反しない。 
【裁判例 33】








福岡高裁那覇支判平成 8 年 10 月 31 日行裁例集 47 巻 10 号 1067 頁（第一審那覇地判平成 6 年
12 月 14 日、上告審最判平成 10 年 11 月 10 日）





東京地判平成 9 年 12 月 12 日判時 1631 号 158 頁（控訴審東京高判平成 10 年 5 月 27 日）
租税判例と憲法 13 条の法理（鳥飼）
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最判平成 10 年 6 月 16 日税資 232 号 630 頁（第一審千葉地裁平成 8 年 3 月 8 日、控訴審東京
高判平成 9 年 9 月 30 日）
　居住者と生計を一にする配偶者その他の親族がその居住者の営む事業に従事したことによ
り当該事業から対価の支払を受ける場合に、その対価に相当する金額の必要経費算入を制限
する所得税法 56 条・57 条は、憲法 13 条に違反しない。 
【裁判例 37】
神戸地判平成 11 年 3 月 29 日判例地方自治 194 号 76 頁
　原告は生存権的土地たる宅地については収益還元方式により評価がなされるべきである旨
主張しているが、どのような評価方法によるかについては、地方税法 388 条 1 項は評価基準
に委ねており、収益還元方式によるか否かは政策の問題にすぎないところ、憲法はどのよう
な政策を選択するかを一義的に定めているものではないから、売買実例方式による評価基準
が憲法 25 条・29 条・13 条及び 14 条に違反するとはいえない。 
【裁判例 38】







大阪高判平成 14 年 12 月 20 日税資 252 号順号 9252〈CD-ROM〉（第一審神戸地判平成 14 年 7













神戸地判平成 15 年 11 月 27 日税資 253 号順号 9476〈CD-ROM〉（控訴審大阪高判平成 16 年 8
月 31 日）
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　これまでの租税裁判例と憲法 13 条の関係について概観すれば、憲法 13 条単独で違憲主張
されるものと、他の憲法条項にプラスされて憲法 13 条問題が主張されるものに大きく分けら
れる。すなわち、自己決定権（人格的自律権）を憲法 13 条幸福追求権の一部を構成する権利





①　罰則関係【裁判例 1】【裁判例 2】【裁判例 3】【裁判例 9】
②　徴収関係【裁判例 4】【裁判例 8】
③　土地評価関係【裁判例 5】【裁判例 19】【裁判例 33】【裁判例 37】
④　関税関係【裁判例 7】【裁判例 24】【裁判例 31】【裁判例 32】
⑤　資産所得合算制度【裁判例 13】【裁判例 15】【裁判例 17】【裁判例 21】【裁判例 23】【裁判
例 34】
⑥　税務調査【裁判例 14】【裁判例 16】【裁判例 18】【裁判例 20】【裁判例 40】
⑦　所得税法 56 条【裁判例 26】【裁判例 28】【裁判例 36】
⑧　その他【裁判例 6】【裁判例 10】【裁判例 11】【裁判例 12】【裁判例 22】【裁判例 25】【裁
判例 27】【裁判例 29】【裁判例 30】【裁判例 35】【裁判例 38】【裁判例 39】
　ここにグルーピングされた租税裁判例の多くが立法政策の当否を問うものとなっている。
















































1　金子宏『租税法〔第 15 版〕』34 頁（弘文堂 2010）。
2　金子宏ほか編著『ケースブック租税法〔第 2 版〕』（弘文堂 2007）13 頁以下では、「第 1 編 租税法の基礎理
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論」「第 1 章 租税法と憲法」という標題で、信教の自由（憲 20 条）や職業選択の自由（憲 22 条）をめぐ
る租税判例の検討もしている。
3　増田英敏『租税憲法学〔第 3 版〕』（成文堂 2006）が、租税法律主義と租税公平主義に焦点を絞って考察を
進められているのは象徴的である。
4　佐藤幸治『憲法〔第 3 版〕』443 頁（青林書院 1995）は、憲法 13 条の「幸福追求権」が「個人の人格的生
存にかかわる根源的な自然権として観念されていたことに注目する必要がある」と指摘する。なお、佐藤
幸治「個人の尊厳と国民主権」法教 127（1991）20 頁参照。
5　宮沢俊義『憲法〔改訂 5 版〕』111 頁（有斐閣 1973）参照。もっとも、同書は、ドイツ連邦共和国基本法
（Grundgesetz für die Bundesrepublik Deutschland）をボン基本法ではなくボン憲法としている。
6　奥平康弘「憲法第 13 条　個人の尊重、生命・自由、幸福追求の権利の尊重」有倉遼吉編『判例コンメン
タール 1　憲法Ⅰ』110 頁（三省堂 1977）。
7　柳瀬良幹「公共の福祉について」同『憲法と地方自治』158 頁以下（有信堂 1957）。
8　宮沢俊義『憲法Ⅱ』233 頁以下（有斐閣 1971）。
9 鵜飼信成『憲法』72 頁以下（岩波書店 1956）。
10　佐藤・前掲注（4）403 頁。
11　詳細については、芦部信喜『憲法学Ⅱ人権総論』186 頁以下（有斐閣 1994）参照。
12　ここで最高裁第 3 小法廷が引用したのは、最大判昭和 23 年 3 月 12 日刑集 2 巻 3 号 191 頁である。この判
決は、死刑が合憲であるとしたもので、判決文中にある「一人の生命は、全地球よりも重い」は有名であ
る。







15　前掲昭和 23 年 3 月 12 日、昭和 23 年 12 月 15 日、昭和 29 年 4 月 13 日に加えて、旧物品税法において刑
法の酌量減軽の規定を適用しないと定めていることが憲法 25 条に違反しないとする最大判昭和 25 年 7 月





合憲性」判例評論 48・判時 295（1962）10 頁も、「立替不納入（徴収しないで納入しなかった不作為）に
重い刑罰を科すことは、著しく苛酷で憲法 31 条に違反するという河村大助裁判官の見解は一応考慮に価
するが、やはり立法政策の範囲内に属することで、憲法違反をもって論ずるものではなかろう」とする。
これに対して、北野弘久「遊興飲食税の特別徴収制度」『憲法判例百選Ⅱ〔第 3 版〕（有斐閣 1994）431 頁
は、「不納入行為が果たして刑罰、とりわけ懲役刑を科するに値するものであるどうかについては疑問が
ないわけではない（かりに制裁を科するとしても加算金的なもので足りるのではあるまいか）。それゆえ、
憲法 31 条違反の疑いも成り立つ（31 条の「法律の定める手続」は実体的な適正要請の意味をも包含する
ものと解される）。この疑問にたいしては、多数意見は全くこたえるところがない」と指摘する。
17　そこで、本判決の評釈である清永敬次「譲渡所得の意義」『租税判例百選〔第 2 版〕』70〜71 頁（有斐閣
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